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１． は じ め に

日本アイソトープ協会では医学・薬学部会の

中に，全国核医学診療実態調査専門委員会を設

け，１９８２年から５年ごとにそれぞれの時代の

核医学診療の実態を把握する目的で「全国核医

学診療実態調査」を実施してきた１）－６）。これま

で，木下文雄委員長（第１・２回），佐々木康人

委員長（第３回），久保敦司委員長（第４回），

玉木長良委員長（第５回），小泉潔委員長（第

６回）の下で調査を行ったが，その後５年間が

経過し，新しい撮像法や解析法の進歩，PET

検査や非密封RI 治療の普及などにより，核医

学診療の実態も大きく変化していることが予想

された。

このたび，２０１２年６月に第７回の調査を過

去６回と同様の方法で実施し，その結果を集計

したので，過去に施行された６回の調査結果と

比較しつつ報告する。

２． 調査の方法

調査期間としては前６回と同様，調査実施年

（２０１２年）の６月１日～３０日の１か月を選んだ。

ただし，非密封RI 治療と PET検査について

は月によるばらつきがあると思われるため

２０１１年７月１日～２０１２年６月３０日の１年間

についても調査の対象とした。方法は全国の核

医学診療施設を対象としたアンケート方式とし，

核医学機器の種類と台数から始まり，核医学検
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査の種類，検査件数，使用した放射性医薬品の

種類，使用量などについて回答を求めた（表１）。

インビボ検査は脳・脳脊髄液，唾液腺，甲状

腺，副甲状腺，肺，心臓・血管，肝・胆道，脾

・骨髄，腎・尿路，副腎，骨・関節，消化管，

腫瘍・炎症，リンパ節・センチネルリンパ節，

試料測定，その他の検査の合計１６の臓器別項

目とし，保険適用により７）検査数の増えたリン

パ節・センチネルリンパ節の項目を新たに設け

た。また，放射性医薬品についても使用可能な

ものを全て挙げて記載もれのないように配慮し，

検査件数の重複を避けるため，１回の投与で早

期像と遅延像の複数回撮像した場合や，同一日

に同一の薬剤を２回投与した場合も検査件数は

１件となるように算定した。さらに，１回の投

与で関連する複数項目の検査をした場合にも二

重に算定しないように配慮し，１回の投与でプ

ラナー像と SPECTを行った場合でも検査件数

は１件として，SPECTの実施件数を内数とし

て報告を依頼した。なお，放射性医薬品の投与

量は，原則として成人１人に投与する通常の量

を「１人平均投与量」とし，放射能は検定日時

の量をMBq単位で記入することとした。ただ

し，小児専門病院にあってはその施設の平均的

投与量を記載するよう依頼した。

非密封RI による治療では新しく始まった
８９Sr による骨転移性疼痛緩和治療と９０Y標識モ

ノクローナル抗体による悪性リンパ腫の治療の

項目を追加した。PET検査では核種ごとに代

表的な薬剤について項目を設け，FDGは院内

製造とデリバリーを分けて報告を依頼した。ま

た，アミロイドイメージングに用いる PIB を

追加した。

インビトロ検査は下垂体機能検査，甲状腺機

図１ 核医学検査実施施設数の推移
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能検査，副甲状腺機能検査，膵・消化管機能検

査，性腺・胎盤機能検査，副腎機能検査，腎・

血圧調節機能検査，血液・造血機能検査，腫瘍

マーカー，免疫グロブリン・アレルゲン，酵素，

肝炎ウイルス特異抗原・抗体，薬物，サイトカ

イン等，心臓関連，その他の１６項目に分類し，

それぞれに属する検査項目ごとに，検査件数の

記入を求めた。なお，二重測定したものは１件

とし，同一患者の試料を負荷試験等で２検体以

上測定した場合は，その検体数を検査件数とし

た。また，検査に使用しているガンマカウンタ

や分析装置について，装置名ごとに台数の報告

を依頼した。

なお，本調査は核医学診療の実態を把握する

ことが目的であるため，治験薬や未承認医薬品

を用いた検査及び臨床研究的に実施された検査

についても報告を依頼した。

３． 調査対象と回収率

核医学診療を行っている１２７４施設全てに調

査票を送付した。そのうちインビボ検査を実施

している施設（PET検査のみ実施している施

設を除く）は１１７０施設で，調査を開始以来，

増加し続けていたインビボ検査施設が初めて減

少した。前回調査の５年前に比べると４９施設

減少している。インビトロ検査を行っている施

設は１５施設で，調査のたびに減少しているが

５年前の４９施設と比べると１/３以下に減少し

ている。他方，PET検査実施施設は２９５施設

と約４割増加している（図１）。

回答があったのは１１６７施設で，回答回収率

は９１．６％と前回同様に９０％を超える高い数値

であった。機関別の回収率は大学病院９６．８％，

国立病院機構９１．７％，公立病院９４．０％，民間

病院８９．４％，衛生検査所９０．９％であった。調

査票を送付した全てのインビボ診療施設あるい

はインビトロ検査施設における２０１２年６月に

購入した放射性医薬品の購入額（それぞれ３９４７

あるいは２９３百万円）に対する，アンケートに

回答があった施設の同一月の購入金額の割合を

金額回収率として算出すると，インビボ診療施

設で９４．２％，インビトロ検査施設で７１．６％に

あたる（表２）。

４． インビボ検査実施状況（PET検査を除く）

４・１ 検査総数

年間核医学検査件数は，調査月の実数を１２

倍し金額回収率で除すことによって推定した＊。

調査月のインビボ検査総数は８９９８９件（投与

件数８９９８９件）であり，推定年間核医学検査

表２ 調査対象と回収率

＊本文中及び図表のタイトルに，月間推定又は年間推

定とある場合は，金額回収率（院内製造 PET製剤

の場合は施設回収率）を用いて補正を行っているこ

とを表す。
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件数は１１４９９００件（投与件数１１４９９００件）で

あった。５年前と比較すると，検査件数では

１８．９％の減少，投与件数では１８．６％の減少で

ある。１９９７年の第４回調査時をピーク（年間

推定検査数１８６００００件）として，２００２年度と

２００７年度の調査時に各々約１２％の減少であっ

たが，今回は減少が更に大きくなった。年間診

療日数を２５０日とすると，一日あたりの検査件

数は前回調査時に約５７００件であったものが，

今回約４６００件に減少した。総数の減少に対し，

SPECT検査のインビボ検査に占める割合は

前々回の３９．９％，前回の４２．３％から今回４７．２％

と増加傾向にある（表３）。

SPECT検査実数は前回比で９．５％減少して

いるものの，検査総数の減少に比べ低下は緩や

かである。SPECT検査の内訳は心臓・血管検

査が４０．５％と最も多いが，前回と比較すると

実数は２３８４５件から１７１９２件に２７．９％減少し

た。また，心臓・血管検査における SPECT検

査件数比は６７．４％と，前回の８０．２％から大幅

に減少している。一方，脳・脳脊髄液検査の占

める割合は２９．３％を占め，実数でも SPECT

検査件数比でも前回と比べほぼ同数である。

骨・関節の SPECT検査割合が，総数に対して

１８．０％を占め，前回の９．８％からかなり増加

している。その他，肝・胆道，腫瘍・炎症，肺

検査などにおける SPECT実施数に大きな変化

はない（表４）。

４・２ カメラ台数

ガンマカメラ台数及び SPECT台数について

回答のあった１０７４施設の結果は，ガンマカメ

ラの総台数１４２５台で１施設あたりの平均は

１．３３台であった（表５）。ガンマカメラシステ

ムの検出器数は２検出器（８３．９％）が最も多く，

続いて３検出器，１検出器，リング型，そして

４検出器の順であった（表６）。そのうち，PET

にも対応したハイブリッド型のガンマカメラは

表３ 核医学診療実施状況（年間推定）
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３９台であった。一方，PET/CTを含む PET

装置の保有台数は３７４台であった（表７）。セ

ンチネルリンパ節の術中検出に用いるガンマプ

ローブの保有台数は１５５台であり，その他，

サーベイメータ及びウェル型シンチレーション

カウンタ，ドーズキャリブレータの保有台数は，

１施設あたりそれぞれ３．１台（総数３３０６台），

０．５９台（総数６３０台），０．８８台（総数９４９台）

であった（表７）。

４・３ 臓器別投与件数

インビボ検査の臓器別件数（月間）を投与件

数で見たものを図２に示す。１位は前回に続き

「骨・関節」であるが，前回からの減少に歯止

めがかからず，前回から約１００００件（２１．６％）

減少した。２位の「心臓・血管」も同様であり，

前回から１３．７％減少した。３位の「脳・脳脊

髄液」は，１９９７年の第４回調査から検査数は

横ばいである。「腫瘍・炎症」の減少は著しく，

前回から５２．７％減となった。「肺」，「腎・尿路」，

「甲状腺」，「肝・胆道」のいずれも減少が続い

ている。一方，「リンパ節・センチネルリンパ

節」の検査総数は２０３６件と多くはないものの，

毎回増加を続けている。

４・４ 検査項目別検査件数

インビボ検査の主な項目別件数（月間）を検

表４ SPECTの実施状況（月間）

表５ ガンマカメラ保有台数 表６ ガンマカメラ検出器別保有台数
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査件数で見たものを図３に示す。頻度の多い検

査は５位まで変動はないが，脳血流シンチグラ

フィ以外は軒並み件数が減少している。特に４

位の腫瘍シンチグラフィの減少が著しい。今回

６位にセンチネルリンパ節シンチグラフィが

入った。調査期間１か月の件数で前回の１２２８

件から１７１９件と３１．８％の増加である。７～

１０位は，炎症シンチグラフィ，腎動態シンチ

グラフィ，甲状腺シンチグラフィ，肝シンチグ

ラフィであるが，いずれも減少傾向である。

４・５ 臓器別放射性医薬品投与件数

臓器別で主に用いられる放射性医薬品の投与

件数を図４に示す。

「脳・脳脊髄液」では今回も１２３I-IMP，９９mTc-

ECD，９９mTc-HM-PAOの３者で大部分を占め

ていた。最も頻用される製剤は１２３I-IMP で続い

て９９mTc-ECDであり，前回と逆転した。９９mTc-

表７ 核医学機器台数

図２ 臓器別インビボ投与件数（月間推定）
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HM-PAOはこれらの半数以下であった。前回

調査と比べ，１２３I-IMP は３１．８％増加，９９mTc-

ECDは１３．３％減少，９９mTc-HM-PAOは５７．０％

減少した。統計画像解析は１２３I-IMP では７６．６％

（前回：５８．４％），９９mTc-ECDは７５．５％（前回：

６６．７％）に施行され，前回よりも実施件数・実

施頻度ともに増加していた。脳槽シンチグラ

フィの検査件数は脳・脳脊髄液全検査中の

０．７％（前回：１．８％），１２３I-iomazenil による脳

受容体シンチグラフィは０．７％（前回：０．８％）

と少なく，５年前に比べやや減少した。

「唾液腺」では，件数は前回調査と比べ約３０％

減少した。本領域では９９mTc-パーテクネテイト

により検査が行われており，そのうち８２．３％

（前回：７８．３％）で分泌刺激が実施されていた。

「甲状腺」では，投与件数が１９９２年の調査時

から減少傾向が続いており，前回調査と比べ約

３０％減少した。内訳は９９mTc-パーテクネテイト

が４７．９％，１３１I-ヨウ化ナトリウムカプセルが

２３．１％，１２３I-ヨウ化ナトリウムカプセルが

２８．９％と，前回調査と同様の傾向であった。

摂取率測定の実施頻度は，９９mTc-パーテクネテ

イトが６５．６％（前回５６．２％），１３１I-ヨウ化ナト

リウムカプセルが９４．８％（前回４６．８％），１２３I-

ヨウ化ナトリウムカプセルが９６．８％（前回

７１．４％）であり，どの製剤でも著増している。

「副甲状腺」では，総検査件数は前回調査と

比べ約４０％減少した。９９mTc-MIBI を用いた検

査件数は１０．２％増加し，全副甲状腺検査中の

９０．９％である。一方，２０１Tl-塩化タリウムの検

査件数は８９．４％の減少が見られた。これに伴

ってサブトラクション用に用いる１２３I-ヨウ化ナ

トリウムカプセル及び９９mTc-パーテクネテイト

も激減し，ほとんど使用されなくなっている。

「肺」では，肺血流シンチグラフィ，肺換気

シンチグラフィともに総検査件数は前回調査と

図３ 主な検査項目のインビボ検査件数（月間推定）
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比べて各々約３０％，２０％の減少傾向となった。

肺換気シンチグラフィでは，８１mKr-ガスが最も

多く７割近くを占めた。次いで，１３３Xe-ガス，
９９mTc-ガスの順であった。肺換気シンチグラ

フィに肺血流シンチグラフィを併用する割合は

５４．２％であった。SPECT撮像は肺血流シンチ

グラフィで４５．３％（前回３１．７％），換気シンチ

グラフィで２８．６％（前回２３．０％）であった。

「心臓・血管」では，総検査件数は前回調査

と比べて約１４％減少した。内訳は，２０１Tl-塩化

タリウムが心筋血流製剤の中の５２．４％を占め

ていて，前回調査（５２．６％）と同様に，最も多

図４ 主な臓器別インビボ放射性医薬品投与件数の推移（月間推定）
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く実施されていた。９９mTc-標識心筋血流製剤の

割合に変化は認められなかった。１２３I 製剤では
１２３I-BMIPP の件数は前回より４６．９％減少して

いたが，１２３I-MIBG は４０．２％増加し，前回調査

に引き続き増加傾向だった。１２３I-MIBG による

検査のうち，７０．３％がパーキンソン病関連と

して施行されていた。

「肝・胆道」では，総検査件数は前回調査と

比べて約３０％減少した。最も多く使用されて

いるのは９９mTc-GSAで全肝・胆道検査件数の

８６．６％であり，次いで９９mTc-PMTで８．６％で

あった。９９mTc-フィチン酸，９９mTc-スズコロイ

ドによる肝シンチグラフィの検査件数は前回調

査と比較して，それぞれ４６．７％，６６．７％の大

幅な減少を示した。一方，９９mTc-GSAによる肝

シンチグラフィは２２．６％の減少にとどまる。

「脾・骨髄」は，検査数が総検査数の０．０５％

と非常に少ない領域である。脾シンチグラフィ

は特に使用頻度の少ない検査であり，前回調査

と同様に検査件数は２０件以下であった。いず

れの製剤による検査も，検査数は前回と比べほ

ぼ横ばいである。

「腎・尿路」では，総検査件数は前回と比べ

て約２５％減少した。腎動態シンチグラフィで

あ る９９mTc-MAG３が 前 回 よ り２３．８％減 少，
９９mTc-DTPAは前回より４４．４％減少した。一

方で腎静態シンチグラフィである９９mTc-DMSA

は前回と同等であった。９９mTc-DTPAが９９mTc-

DMSAを下回るのは１９９７年以降で初めてであ

る。

「副腎」では，投与件数全体としては前回と

比べて６．９％減で大きな変化は見られなかった。

しかしその内訳は，１３１I-MIBG が前回から

８０．４％の大幅な減少に対して，１２３I-MIBG は前

回から１５９％の大幅な増加を示した。副腎髄質

・交感神経腫瘍に対する検査の総数は前回の

６．６％増と著変は見られないが，その中での

SPECT実施件数の割合はほぼ倍増した。１３１I-

アドステロールによる副腎皮質シンチグラフィ

の検査数は前回から２９．１％減少している。

「骨・関節」では，前回の調査に引き続き９９mTc-

HMDPが最も多く使用され全体の６７．６％，
９９mTc-MDPが次いで３２．２％を占めていたが，

検査件数はそれぞれ前回より２４．４％，１６．０％

減少している。

「消化管」では，９９mTc-パーテクネテイトに

よる異所性胃粘膜シンチグラフィが２９．６％を

占めた。この分野で最も頻用される製剤は９９mTc-

HSA-DTPAで，５２．２％を占める。また，出血

シンチグラフィはいずれの製剤も大幅に減少し

た。内訳は，９９mTc-HSA-DTPAが７６．９％，９９mTc-

RBC が８．５％，９９mTc-HSAが１３．８％であった。

蛋白漏出シンチグラフィでは８３．１％が９９mTc-

HSA-DTPAであった。

「腫瘍・炎症」では投与件数が１９９７年の調査

時から減少傾向が続いており，前回と比べて半

減した。６７Ga-クエン酸ガリウムが全体の

８４．９％を占め，２０１Tl-塩化タリウムがこれに次

ぎ１３．８％を占めていた。この比率は前回調査

時とほとんど変わらない。これらの検査の

SPECT施行割合は，前回調査時に各々３９．３％，

３９．８％であったものが，今回５２．２％，５４．２％

といずれも増加していた。

「リンパ節・センチネルリンパ節」は２００７年

に急激な増加を示したが，今回も前回と比べて

約５０％増加した。センチネルリンパ節に使用

された製剤は９９mTc-フィチン酸，９９mTc-スズコ

ロイド及び９９mTc-HSA-DTPAで，その割合は

９３．７％，５．８％，０．５％であった。

「試料測定」は循環血液量・血漿量を１３１I-HSA

を用いて行うものが，２００７年には８件，２０１２

年には５件であった。

４・６ 機関分類別検査件数

機関分類別インビボ検査件数（月間）の推移

を図５に示す。機関分類別の全体の検査に占め

る割合は民間病院３８．７％（前回３９．７％），大学

病院２６．０％（前回２４．６％），公立病院２５．１％

（前回２５．８％），国立病院機構１０．２％（前回

９．８％）であり，前回と比べ大きな分布変化は
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見られない。しかし施設ごとに検査数の推移を

見た場合，民間病院と公立病院の検査数減少が

各々２０．７％，２０．９％と，大学病院や国立病院

機構の減少率（各々１４．０％，１５．４％）よりも

大きかった。

機関分類別 PET検査件数（図６）を見ると，

民間病院が最も多く，全件数の６４．０％を占め

ており，前回と同様の分布であったが，検査数

の増加は大学病院，公立病院で各々７０．５％

増，８５．７％増と大きく，民間病院では２３．２％

増，国立病院機構では４９．７％増と，機関分類

による差が認められる。

４・７ 都道府県別検査件数

都道府県別に年間推定インビボ検査件数を示

したのが図７，８である。検査件数が最も多い

のは東京都で，以下の順位に若干の変動はある

もののほぼ前回と同様である。

人口１０万人に対し最も検査件数の多い都道

府県は，前回は北海道（２１３７件）であったが，

今回は石川県（１８０３件）で，全国平均（９００

件）の２．０倍であった。石川県でも，前々回調

査（３１６１件），前回調査（２０１１件）と比べ減

少傾向が続いている。最も検査件数が少ないの

は，前回は沖縄県であったが，今回は徳島県（３１９

件）で，石川県とは５．７倍の差が見られた。

人口１０万人あたり１０００件を超える都道府

県は，北海道，秋田，山形，東京，富山，石川，

京都，島根，福岡，宮崎，鹿児島の１１都道府

県であった。

５． PET 検査実施状況

PET検査を施行している施設は全国に２９５

施設（内アンケート回答２６６施設，回答回収率

図５ 機関分類別インビボ検査件数（月間推定）
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９０．２％）であった。前回調査の２００７年は２１２

施設であり，５年間で８３施設，１．４倍の増加で

ある（図１）。１８F-FDG-PET検査の月間件数は

４５１４２件で，５年前の３２８１２件に比べて１．４倍

であり（図９），施設数の増加は１８F-FDG-PET

検査件数の増加に一致していた。２９５施設のう

ちサイクロトロンを有する施設の割合は前回調

査の約６０％から低下して約４６％，商業供給（デ

リバリー）のみを利用する施設は約５４％とな

り，施設数の割合でサイクロトロンを有する施

設を超えた（図１）。１８F-FDG-PETの検査件数

における院内製造は前回調査時の約８０％から

低下して約６６％となり，デリバリーの割合は

増加して約３４％である（図９）。
１８F-FDG-PET検査による腫瘍の検査件数

３９５３４件（内訳記載のない回答も含めた合計件

数は４４０４７件）中，保険診療は３２２１６件（８２．０

％）と最も多く，検診は６５１３件（１６．６％）で

あった（図１０）。

FDG以外の薬剤では，唯一保険適用のあっ

た１５O-標識ガス検査に加え，２０１２年に１３N-アン

モニア心筋血流 PETが保険適用となった。１５O-

酸素ガス，１５O-一酸化炭素ガスは５年前とほぼ

同数であり，１５O-二酸化炭素ガス，１５O-水は減

少している。また，１３N-アンモニアもやや減少

している。一方，１１C-メチオニンは年間検査件

数が３３５２件で５年前の１．６倍となり，FDG

以外では１３N-アンモニアを抜いて最も件数の多

い検査となった。また，１１C-PIB によるアミロ

イドイメージングが６９５件と急増した（図１１）。

核種別 PET検査件数は，１８F を除き，１１C が

最も多く，次いで１５O及び１３Nがほぼ同数であっ

た。以上は前回調査時と同じ結果であった。１１C

は前回調査時の１．５倍に増加していた（図１２）。

臓器別 PET件数の割合では，腫瘍が９６．１％，

心臓は０．６％，脳は３．２％であり，５年前の調

査結果と同様であった。ただし，検査件数は腫

瘍，脳で増加，心臓で減少していた（図１３）。

６． 非密封RI による放射線治療実施状況

治療実施施設数は３４０（１５０，以下括弧内は

２００７年の値）と大幅に増加した。そのうち治

療病室を有する施設数は６７（７５），病室が実際

図６ 機関分類別 PET検査件数（月間）
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図７ 都道府県別インビボ年間推定検査件数（上位１０都道府県と全国平均）

図８ 都道府県別インビボ年間推定検査件数（対人口１０万人）

RADIOISOTOPES558 Vol．６２，No．８

（４４）



図９ １８F-FDG検査件数（月間）

図１０ １８F-FDG検査件数検査部位別診療区分別件数（月間）
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に稼働中の施設は６３（６４）と治療病室を有す

る施設数はほぼ前回並であるが，ベッド総数

１４９（１７７），稼働ベッド１３５（１５８）と実働数の

減少に歯止めがかかっていない（図１４）。

年間治療件数の推移を図１５に示す。甲状腺

機能亢進症は前回比で１７．９％増加した。甲状

腺機能亢進症治療は７７．０％が外来投与で行わ

れている。また，甲状腺癌治療は５３．５％の著

図１１ 主な薬剤別 PET検査件数（年間推定）（１８F-FDGを除く）

図１２ 核種別 PET検査件数（年間推定）（１８Fを除く）
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しい増加を示した。２０１０年１１月から開始され

た外来投与による甲状腺癌治療（外来アブレー

ション）は，７６４件行われており２１．０％を占

める。甲状腺機能亢進症治療の平均投与量は

３３６MBq，入院による甲状腺癌治療の平均投与

量は３７１２MBqであり，いずれも大きな変化

はない。８９Sr による骨転移疼痛緩和療法は

１５６５件，９０Y抗体治療は１９３件行われた。１１１In

抗体による治療前評価は１９４件行われているの

で，１件は治療中止となった可能性がある。１３１I-

MIBG による褐色細胞腫・神経芽細胞腫などの

治療総数は３４件と前回の２０件から増加した。

図１３ 臓器別 PET検査件数（月間）

図１４ 非密封RI による治療の実施状況（２０１２年６月）
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７． インビトロ検査実施状況

７・１ 検査総数

インビトロ検査実施総数（RI 法）は調査月

で約５３．７万件，これを１２倍し金額回収率

（７１．６％）で除して年間推定実施件数を求める

と約９００万件となった（表３）。調査年ごとの

件数の推移は第１回３０７５万件（１９８２年），５５４２

万 件（１９８７年），６０１８万 件（１９９２年），４７８２

万 件（１９９７年），３１３５万 件（２００２年），１３１１

万件（２００７年）と１９９２年以降減少しており，

前回調査と比較すると４１１万件（３１．４％）の減

少であった。

７・２ 機関分類別検査件数と施設数

第７回調査対象施設数は１５施設で（表２），

前回調査からの減少施設数（減少比）は３４施

設（６９．４％）と大幅な減少であった。その内訳

は大学病院１３施設（９２．９％），公立病院６施設

（７５．０％），民間病院４施設（１００．０％），国立病

院機構３施設（７５．０％），衛生検査所８施設

（４２．１％）であり，民間病院での実施施設は今

回の調査において皆無となった。

機関分類別の年間推定インビトロ検査件数と

相対比を図１６に示す。大学病院１施設３千件

（０．０％），公立病院２施設２７千件（０．３％），民

間病院０施設，国立病院機構１施設１千件（０．０

％），衛生検査所１１施設８９７２千件（９９．７％）

であった。衛生検査所の施設数は減少している

にもかかわらず，検査件数に占める比率は増加

していた。

７・３ 検査分類別検査件数

インビトロ検査分類別の年間推定検査件数を

図１７に示す。腫瘍マーカー１３４．３万件（１４．９％），

副腎機能検査１２９．９万件（１４．４％），腎・血圧

調節機能検査８３．０万件（９．２％），血液・造血

機能検査７７．４万件（８．６％），膵・消化管機能

検査７５．５万件（８．４％）と上位５分類で５５．６％

を占めていた。全体検査件数としては減少で

図１５ 非密封RI 治療件数（年間）
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あったが，前回調査から増加した分類は副甲状

腺機能検査，副腎機能検査，血液・造血機能検

査，性腺・胎盤機能検査，薬物，サイトカイン

等であった。また，大幅な減少が見られた甲状

腺機能検査は前回調査と比較すると件数で

１８１．０万件（７４．６％），腫瘍マーカー検査は１２５．２

万件（４８．３％），肝炎ウイルス特異抗原・抗体

検査は１０２．０万件（９９．６％），心臓関連検査５６．９

万件（９０．５％）の減少であった。

７・４ 検査項目別検査件数

検査項目別検査件数の上位１０項目を図１８に

示す。本調査における第１位は副腎機能検査の

アルドステロン８２．９万件（９．２％），第２位は

腎・血圧調節機能検査のレニン活性７６．２万件

（８．５％），第３位は腫瘍マーカーの SLX（シア

リル Lex-I 抗原）５１．９万件（５．８％）であった。

前回第１位の肝炎ウイルス特異抗原・抗体の

HCV抗体（第３世代系）は０件，甲状腺機能

検査のTSHレセプター抗体は６１．８万件から

２７．５万件で第２位から１０位と減少した。

新規に SLX（シアリル Lex-I 抗原），抗DNA

抗体，抗グルタミン酸脱炭酸 酵 素 抗 体

（GADAb）価，総鉄結合能（TIBC），コルチ

ゾール，I型コラーゲンCテロペプチド（ICTP），

ソマトメジン－C（IGF-I）の７項目が上位に

見られ，１０項目の合計は４８６．６万件で全体の

５４．１％を占めていた。

７・５ 検査用RI 検出器

調査対象施設におけるウェル型シンチレー

ションカウンタの使用台数（表８）は，回答の

あった１４施設で延べ４４台，そのうち１検出器

が１３台，５検出器，６検出器，１０検出器及び

５０検出器は計３１台と多数検出器が数多く稼動

している。

図１６ 機関分類別インビトロ検査件数（年間推定）
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８． 考 察

８・１ 調査結果の概要

全国核医学診療実態調査は５年ごとに実施し，

今回で７回目である。放射性医薬品や装置の進

歩に伴い核医学診療の内容に変化の生じること

が予測され，その変化を的確にとらえるために

は調査の内容をそれ以前の調査とほぼ同一にし

ておくことが原則である。ただ，前々回（第５

回）の調査において，検査件数をより実情に即

して算定することを目的として，１回の薬剤投

与で関連する２項目以上の検査をした場合に，

二重に算定されないように配慮し，それ以前の

調査（第４回以前）において見られていた，検

査の種類によっては薬剤の投与件数に比べ，検

査件数がかなり多く算定されていた結果を是正

した。今回においても，その記載法をより徹底

した結果，年間投与件数と年間検査件数は推定

１１４９９００件で一致した。

調査対象は核医学診療を行っている全施設と

したが，インビボ検査を実施している施設が調

査を開始して以来，初めて減少し，施設数の上

からもインビボ検査の減少傾向がうかがえた。

年間投与件数では，１９９７年の第４回調査をピー

クとして，２０１２年の今回調査ではおよそ３０％

減となった。総数の減少に対し，SPECT検査

のインビボ検査に占める割合は増加傾向にある。

SPECT/CT装置が徐々に普及していることな

どの背景で，臨床医がより精度の高い検査を求

めているのではないかと考えられる。

PET検査実施施設は前回ほどの伸びはな

かったものの約４割と大幅に増加した。FDG

のデリバリーの開始によるところが大きいと考

えられるが，今後も増加することが予測される。

回答回収率は９１．６％と前回同様に９０％を超

える高い数値であり，調査結果の信頼度はこれ

まで同様に高いと考えられる。

図１８ 主な検査項目のインビトロ検査件数割合（年間推定）

表８ インビトロ検査に用いる検出器の種類と

台数
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機関分類別インビボ検査件数ではどの機関も

減少傾向にあるが，民間病院と公立病院の検査

数減少が，大学病院や国立病院機構の減少率よ

りも大きい。この原因には保険制度や経営上の

事情，医学的な見地からの理由など多くのこと

が考えられるが，規模の大きい施設に検査が集

中する傾向にあるといえる。

都道府県別検査件数では前回同様，東京都が

最も多かった。人口１０万人に対し，検査件数

の多いのは過去と同様，石川県と北海道である。

今回は検査件数が最多の石川県と最少の徳島県

との間に５．７倍の差が見られた。最多県と最少

県の格差は，前々回調査においては６．７倍，前

回調査では４．１倍であったが，今回も格差の縮

小は認められない。格差の原因には施設や人的

な要素が考えられるが，北海道や石川県には大

学に核医学の講座があり，熱心な指導者の存在

やこれらで教育を受けた人達が日常診療におい

て核医学検査を広く利用していることが推測さ

れる。また，人口１０万人あたりの検査件数を

前回調査と比較すると，増減数は地域により差

があり，全国平均と比べ大きく減少している都

道府県が見られた。

８・２ 核医学機器

ガンマカメラの台数は１施設あたり１．３３台

と１０年前，５年前の調査に比べ若干減少した。

カメラヘッドの検出器数を見ると，２検出器カ

メラの割合は８３．５％であった。前回に比べ

１３．３ポイント増加しており，明らかに２検出

器が主体であった。これに３検出器以上を加え

ると，ガンマカメラの９３．６％は複数の検出器

を有しており，明らかに多検出器時代であると

いえる。ガンマカメラのうち１５４台１０．８％が

SPECT/CTであり，普及し始めている感があ

る。ガンマカメラ保有台数の減少が止まるか期

待したいところである。また，PETに対応し

たハイブリッドガンマカメラシステムが３６台

と前回，前々回に比べ減少した。前回はシステ

ム許認可の過渡期であったためと，その後，多

くが PET/CTや PET専用機に移っていった

と考えられる。前回調査時は PET装置が１８F-

FDG のデリバリー開始と PETセンター設置を

背景に増加していた。前回２９９台から，今回

３７４台とその後も増加が続いている。今後の推

移に期待したい。PET専用機に目を向けれ

ば，８２．１％が PET/CTとなり，機器更新・増

設では PET/CTを選択していることが示され

た。半導体カメラは１１台使用され，ようやく

実用段階に入ってきた。心臓専用機が主体であ

るが，その基本性能はアンガータイプを遥かに

しのいでおり，今後の発展に期待したい。

ガンマカメラ以外では，放射線管理に利用す

るサーベイメータ等の調査も行った。サーベイ

メータの保有台数は３．１台/施設であった。そ

の種類と台数はシンチレーション式１０８６台，

GM計数管式１１１６台，電離箱式１０７１台であ

り，前回に比べ各百数十台程度増加している。

サーベイメータは廃棄物専用測定器３０台と併

せ，病院から排出される医療廃棄物の出口管理

等にも使用されており，地域環境に配慮した安

全管理が行われていることが推定される。サー

ベイメータではGM計数管式の増加のほか，

半導体やプラスチックシンチレータ等の多様化

した測定器が導入されてきている。その他の機

器として８９Sr，９０Y等 β 核種による治療に向け
て β 線対応機器が導入されている。ウェル型
シンチレーションカウンタの１１．０％，ドーズ

キャリブレータの２５．２％が β 核種対応であっ
た。サーベイメータの多様化を含め，これらの

測定機器の分野がますます充実することが期待

される。

今回，ホールボディカウンタの保有状況につ

いて調査したところ，７３施設から７３台の回答

があった。従来，臨床主体の施設にはほとんど

配備されていなかったと推察され，東京電力福

島第一原子力発電所事故を契機に導入されたこ

とが推定される。

RADIOISOTOPES566 Vol．６２，No．８

（５２）



８・３ インビボ検査（PET検査を除く）

インビボ検査の内容を検査項目，臓器，放射

性医薬品別に見ると，ほとんどの検査で検査件

数は減少傾向であるのに対して，脳・脳脊髄液

領域は前回に続き今回も増加した。脳血流シン

チグラフィの検査件数は，前回の２．５％の増加

に対し，今回２．０％の増加と微増であったが，

統計画像解析が１２３I-IMP と９９mTc-ECDは７６％

とともに前回よりも多く施行されていることか

ら，認知症の検査法としてさらに普及したため

増加したと考えられる。薬剤別に見ると今回は
１２３I-IMP が増加し，最も検査件数が多かった。
９９mTc-ECDは前回よりも減少した。９９Mo/９９mTc

供給制限の際に１２３I 製剤の使用が広まったこ

と，９９mTc-ECDのキット製剤の供給停止のため

アセタゾラミド負荷試験に使用しにくくなった

ことが主な要因と考えられた。５年前の調査で

は約２倍に増加した脳槽シンチグラフィは今回

減少した。低髄液圧症候群（脳脊髄液減少症）

の診断への利用が進んでいないためと考えられ

た。唯一の脳受容体シンチグラフィ製剤である
１２３I-iomazenil は前回よりも減少した。脳血管障

害における血行再建術の臨床治験検査項目とし

て組み込まれているが，保険適用がてんかんの

みに限られているため思ったより普及しなかっ

たと考えられた。

唾液腺では今回，全例が９９mTc-パーテクネテ

イトにより検査が行われていた。検査件数は前

回調査と比べ約３０％減少したが，前回同様約

８０％で分泌刺激が実施されており，負荷検査

が定着している。

甲状腺領域でも検査件数が減少しているが，

腫瘍性病変に対して使用される頻度の減少や包

括医療に伴う変化が主要因と考えられる。検査

件数は減少しているが，摂取率測定を行ってい

るものが１２３I-ヨウ化ナトリウムカプセルで９６．８

％，１３１I-ヨウ化ナトリウムカプセルで９４．８

％，９９mTc-パーテクネテイトで６５．６％と，前

回の各々７１．４％，４６．８％，５６．２％から大きく

増加しており，甲状腺機能亢進症や低下症など

における機能検査としての意義が大きくなって

いることがわかる。

副甲状腺領域において，２０１Tl-塩化タリウム

の減少に対して９９mTc-MIBI は増加傾向が見ら

れた。その理由として，画像の鮮明さや甲状腺

のサブトラクションを行わなくても診断が可能

であることの利便性が挙げられる。今後もこの

傾向は続くものと思われる。

肺領域において，肺血流シンチグラフィは更

に減少が見られた。肺塞栓症診断においての診

断の中心が，肺血流シンチグラフィから簡便で

早く検査のできるMDCT（多列検出器コン

ピュータ断層撮影）に移ってきたためと思われ

る。核医学検査が肺換気と肺血流とを同時に評

価できる検査法として再評価され，日常臨床に

おいて有効に利用されることが望まれる。

心臓・血管領域は前回同様に検査件数で第２

位を占めていた。心筋血流製剤の内訳では，
２０１Tl-塩化タリウムが５２．４％であり，前回と同

様の比率であった。北米では検査対象者に占め

る肥満者の比率が増加してきている。２０１Tl-塩

化タリウムでは被ばく線量の問題から投与量が

限定されるため画質が不良となることから，心

筋血流製剤は９９mTc-標識製剤に移行してきてい

る。この北米の現状に対して，我が国では従来

と同様２０１Tl-塩化タリウムが虚血性心疾患診断

に主要な役割を担っていることが今回調査にお

いても明らかになった。しかしながら，検査の

内訳には変化が見られた。負荷心筋血流検査の

割合は，前回の６４．５％から６９．０％に増加して

いた。負荷方法について内訳を見ていくと，薬

剤負荷検査が前回の４１．６％から５４．４％へ増加

していた。運動負荷検査は２０１Tl-塩化タリウム

が３８．４％，９９mTc-標識心筋血流製剤が３５．８％

で，二つの製剤間に差は認められなかった。負

荷検査の比率の増加は近年冠動脈の血行再建術

の適応決定として心筋虚血の存在の重要性が再

認識され循環器臨床において非侵襲的に心筋虚

血を検出する需要が高まっていることを反映し

ていることによるものと示唆される。負荷検査
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件数の比率の増加は薬剤負荷検査数の増加が関

与している可能性が高いと考えられる。負荷用

薬剤が保険適用になり，かつこれらの薬剤の安

全性が向上していること，さらに人口の高齢化

に伴い十分な運動負荷が実施困難な症例に薬剤

負荷が多く施行されたと考えられる。心電図同

期心筋シンチグラフィの施行率は，前回の

４３．５％から５０．０％へ増加していた。９９mTc-標

識心筋血流製剤においては，前回の７４．０％か

ら７８．０％に，２０１Tl-塩化タリウムでは３８．５％

から５０．０％に心電図同期検査が施行される割

合が増加していた。多検出器カメラの普及もあ

り，２０１Tl-塩化タリウムにおいても心電図同期

検査が広く用いられるようになってきていると

考えられ，その傾向が今回調査でも更に明らか

となってきている。一方，心電図同期心プール

シンチグラフィの減少は著明であり，入院期間

短縮による検査数の減少や心電図同期心筋シン

チグラフィや他の検査法による左心機能評価が

用いられることが多くなったことが影響してい

ると考えられる。１２３I-MIBG の件数は前回調査

時より約１．４４倍に増加していた。今回の調査

から調査票には，パーキンソン病関連における

検査適応について記載項目を追加した。前回調

査時には検査件数が１．４倍と増加した根拠とし

てパーキンソン病の精査としての検査施行が示

唆されていたが，今回調査では検査件数の

７０．１％がパーキンソン病関連であり，臨床現

場ではパーキンソニズムの鑑別に本薬剤がかな

り使用されている実態が明らかとなった。

肝・胆道領域において，検査数は更に減少が

見られた。超音波検査（US），CTにより肝内

病変の評価が簡便に行われ，ガドキセト酸ナト

リウム（Gd-EOB-DTPA）（肝細胞特異性MRI

造影剤）を用いた肝腫瘍の評価やMRCP（MRI-

胆管膵管撮影）による胆道系の形態的評価が高

磁場MRI を用いて行われるようになってきて

いるためと思われる。肝シンチグラフィは網内

系機能の評価などの限られた症例で使用されて

いると考えられる。肝予備能の評価として用い

られる９９mTc-GSAが今回の調査でも同様に広く

用いられている理由として，肝腫瘍切除前や肝

移植前の肝機能評価，肝切除シミュレーション

に用いている施設が多くあるためと思われる。

脾・骨髄領域においては，MRI を含めた他

のモダリティによる画像診断が主体となってき

ており，核医学診断は今後も更に１１１In-塩化イ

ンジウムを用いた骨髄造血機能の評価などの限

られた診断に用いられていくものと思われる。

腎・尿路領域において９９mTc-DTPAの減少が

今回特に大きかった理由は明らかではないが，

腎動態シンチグラフィ検査件数の減少傾向は調

査開始以来一貫して認められている。腎血管性

高血圧などに対する非侵襲的検査がMRI や

CT，USに担われているためと思われる。シ

ンチグラフィの腎機能への悪影響の少なさや分

腎機能情報が得られる点は強調されてもよいと

思われるが，求められる情報の差，検査へのア

クセスや費用といった点でシンチグラフィへの

需要が低下しているのかもしれない。腎静態シ

ンチグラフィである９９mTc-DMSAの検査件数は

一定しており，慢性腎盂腎炎における腎機能評

価などに固定的な臨床的役割を果たしていると

考えられる。

副腎領域では副腎髄質・交感神経腫瘍に対す

る検査の多くが１３１I-MIBG から１２３I-MIBG に置き

換わり，これに伴い SPECT併用例が増加して

いる。検査数全体として増加しているとはいえ

ず，検査総数は少ないため核医学検査全体への

影響は小さいものの，特異的な腫瘍診断法とし

て確立されていることを示すと思われる。

骨シンチグラフィは，１８F-FDG-PET検査を

除くインビボ検査の中ではいまだ最多の件数が

行われているが，検査数には大幅な減少傾向が

見られた。検査対象が腫瘍か非腫瘍性疾患かと

いった分類は行っていないが，骨転移を対象と

して行われていた検査の多くが１８F-FDG-PET

検査に移行しているためと思われる。

消化管領域では，異所性胃粘膜シンチグラ

フィ，蛋白漏出シンチグラフィ，消化管機能シ
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ンチグラフィは件数が少ないながらもコンスタ

ントに行われている。機能シンチグラフィにつ

いては依然重要性の高い検査であり，保険適用

を目指した対応が望まれる。

腫瘍・炎症領域は前回調査と比べ更に減少傾

向にある。しかし，腫瘍シンチグラフィとして

の６７Ga-クエン酸ガリウムは減少したものの，
１８F-FDG-PETを用いた腫瘍検査は著明に増加

し，全体としての腫瘍検査は今回増加している。

腫瘍検査としての役割は６７Ga-クエン酸ガリウム

から１８F-FDG-PETへと移行している。同様の

傾向は２０１Tl-塩化タリウムでも認められ，前回

調査時より減少傾向にある。一方，ある腫瘍に

特異的に集積を示す１２３I-IMP や９９mTc-PMTを用

いた検査は，検査件数は多くないものの，一定

の重要な役割を示している。炎症シンチグラ

フィも前回調査と比べ減少したが，腫瘍シンチ

グラフィと比べて検査件数の減少幅は少ない。

特に１１１In-白血球を用いた検査はこの領域で一

定の役割を果たしているものと思われる。今後

は SPECT/CT装置の普及が予測され，６７Ga-ク

エン酸ガリウムなどは炎症シンチグラフィとし

ての役割が中心になるかもしれない。

絶対数では少ないが，センチネルリンパ節シ

ンチグラフィが約３０％増加しているのは注目

される。これは前回調査後の２０１０年に乳癌及

び悪性黒色腫のリンパ節生検に関して保険適用

となったことが関連していると思われる。使用

薬剤はほぼ９９mTc-フィチン酸に限られてきた。

試料測定は循環血液量・血漿量を１３１I-HSAを

用いてわずかに行われているが，手技の煩雑さ

のためか減少が続いている。

８・４ 非密封RI による放射線治療

非密封RI による内用療法は着実に件数が増

加している。前回の調査時には，内用療法が行

われていない県が３県存在したが，そのような

空白県は見られなくなった。甲状腺機能亢進症

の治療数は，１９９８年に退出基準８）設定により外

来投与が可能になった後，増加を続けている。

また，２０１０年に実施可能となった甲状腺癌全

摘術後のいわゆる外来アブレーションは７６４件

行われた。これらの要因により，治療実施施設

数も大幅に増加している。また，内分泌内科

医・内分泌外科医の内用療法に対する意識の変

化と患者の本治療への認知が高まってきたこと

も要因であろうと推察する。外来アブレーショ

ンと入院による甲状腺癌治療の総数は，前回比

で５３．５％増となった。これは，外来アブレー

ション導入に加え，２０１０年に外科の領域で甲

状腺腫瘍診療ガイドライン９）が制定され，本疾

患の診療方向にコンセンサスが得られつつある

ことが関与していると考えられる。

以前より放射線治療病室の不足と減少傾向が

指摘されているが，今回の調査で，稼働病床数

がさらに減少していることが示された。外来ア

ブレーションの実施により，その不足がある程

度解消されることが期待されていたものの，入

院治療数も上記ガイドライン制定により増加し

ているため，入院加療が必要である患者に対す

る治療環境が更に悪化しているものと考えられ

る。今回の調査結果から稼働ベッドあたりの実

施件数を算出すると年間２１．３件と，前回調査

時の１３．１件から急増している。RI 病棟の維持

に見合った診療報酬が設定されていない弊害が，

この結果に反映していることは明らかである。

また，２００７年，２００８年に認可された８９Sr によ

る骨転移性疼痛緩和治療と９０Y標識モノクロー

ナル抗体による悪性リンパ腫の治療件数が今回

の調査で示された。８９Sr が適応となる症例は潜

在的にこの治療実数以上に存在するはずであり，

今後増加することが予測される。一方，９０Y標

識モノクローナル抗体の治療は，対象疾患に対

する非放射性医薬品が近年認可されたため，

思ったより少ない。１３１I-MIBG による治療は，

まだ実施施設が限定されているものの件数が

徐々に増加している。この治療が関連臨床医に

認知されてきているため，しばらくは増加傾向

になる可能性があるが，病室のキャパシティの

問題があり，先行きは不透明である。
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８・５ PET検査

PETは，前回（２００７年６月）の調査結果と

比較して，施設数，１８F-FDG-PET検査件数と

もに１．４倍の増加であった。これは２００２年の
１８F-FDG-PET検 査の保険適用 と２００５年 の

FDGデリバリー開始によるところが大きいと

考えられる。１８F-FDG-PET検査件数における

院内製造の割合は前回調査結果に比べて低下し，

デリバリーの割合が上昇していることから，今

回の調査結果における PET施設数の増加は，

サイクロトロンを持たず，デリバリーで１８F-

FDG-PET検査を行う施設の増加によるといえ

る。ただし，１８F-FDG のデリバリーが開始され

て２年後であった前回調査では，前々回に比し

て施設数が５．９倍，検査件数が１４．８倍と急増

していたことを考えると，今回の調査結果は国

内の１８F-FDG-PET検査に対する需要と供給の

増加が一段落しつつあることを示している。
１８F-FDG-PET検査件数４５１４２件/月のうち，検

診の件数は６９６７件/月で全体の１５．４％であり，

前回調査結果の２３．６％に比べて減少した。こ

れは１８F-FDG-PET検査の比重が臨床検査によ

りシフトしていることを示している。薬剤別検

査件数では１１C-PIB が５９７件/年と急増したが，

これは２００８年に開始した認知症に関する大規

模多施設臨床研究での画像診断法として採用さ

れた結果と推測される。また，１１C-メチオニン

の検査件数は第４回調査（１９９７年６月）以降

毎回増加し，今回は１８F-FDG に次ぐ検査件数

（２８８０件/年）となった。脳腫瘍診断を中心と

して需要が多く，それに伴って院内製造施設で

合成環境の整備が進められたものと思われる。

今後の保険診療化が望まれる。１３N-アンモニア

や１５O-酸素ガス，１５O-二酸化炭素ガスは１１C-メチ

オニンに比べて検査件数の増減は少ない。施行

可能な施設は限られているものの，症例数は安

定しているためと思われる。ただし，今回調査

年（２０１２年）の４月に１３N-アンモニア PETに

よる心筋血流評価が保険診療として認可された

ことから，今後は１３N-アンモニアの検査件数が

増加に転じる可能性がある。また，同じく２０１２

年には１８F-FDG が心サルコイドーシスの診断に

も保険適用となった。今回の調査は，保険適用

直後であり検査数には反映されてなかったとも

考えられるが，今後心臓を対象とする PET検

査も増加する可能性がある。

８・６ インビトロ検査

インビトロ検査の調査対象は１５施設で大学

病院１施設，国立病院機構１施設，公立病院２

施設，衛生検査所１１施設で，民間病院でイン

ビトロ検査を実施している施設はなかった。

１９８２年第１回の調査では９３７施設で実施され

ていたが，今回は１５施設と激減していた。衛

生検査所以外でRI 検査を実施する病院は前回

調査で３０施設あったが，表２に示されている

ように４施設に減少した実態が判明した。一方，

回答回収率は表２に示すように９３．３％であっ

たが，金額回収率から見ると７１．６％で比較的

大規模な施設からの回答が得られなかったこと

がわかる。実施状況は表３から年間検査件数，

１日の検査件数ともに第３回以降調査年ごとに

減少している。最大検査件数であった第３回と

比較すると８５．１％，前回から３１．４％の減少で

あった。RI インビトロ検査の減少の大きな要

因は，調査対象項目が診察前検査として臨床か

らの要望が多く，RI 検査から非RI 検査として

自動化が進み，インビトロ検査部門が廃止され，

調査対象から外れたためと考えられる。

検査分類別において前回調査より増加したの

は副甲状腺機能検査，性腺・胎盤機能検査，副

腎機能検査，腎・血圧調節機能検査，血液・造

血機能検査，薬物，サイトカイン等であった。

RI 検査件数が減少する状況でこれらの検査が

増加する要因は確定診断用の検査依頼が増加し

ているためと考えられる。一方，大きく検査件

数が減少したのは甲状腺機能検査，腫瘍マー

カー検査，肝炎ウイルス特異抗原・抗体検査で

ある。また，ヒト心房性ナトリウム利尿ホルモ

ン（hANP）及び前回調査でも件数が少数であっ
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た免疫グロブリン・アレルゲンは０件となった。

これらの項目は非RI 検査法による自動化が進

んでいる検査項目である。

項目別に見ると，RI 検査法であるアルドス

テロン（副腎機能検査），TSHレセプター阻害

型抗体（TSBAb），抗グルタミン酸脱炭酸酵素

抗体（GADAb）価，エリスロポエチン，サイ

クリックAMPは，絶対件数は少ないが増加し

ていた。

前回調査において，甲状腺関連検査（TSH，

FT４，FT３）の減少が認められた項目は外来迅

速検体検査加算項目（診察前検査）であり，同

時依頼がある甲状腺関連自己抗体の甲状腺抗体

（TgAb），抗甲状腺ペルオキシダーゼ抗体

（TPOAb），甲状腺レセプター抗体（TRAb）

は非 RI 検査法による全自動検査装置の普及が

更に進んだ結果，自施設で実施されていると考

えられる。

項目別では前回調査の上位１０項目のうち，

肝炎ウイルス特異抗原・抗体検査のHCV抗体

（第３世代系）及び心臓関連ホルモン検査のヒ

ト心房性ナトリウム利尿ホルモン（hANP）は

０件となり，サイログロブリン，甲状腺自己抗

体（TgAb），偏平上皮抗原（SCC），抗甲状腺

ペルオキシダーゼ抗体（TPOAb），副腎皮質

刺激ホルモン（ACTH）の５項目は非RI 検査

法による測定比率が上昇して今回１０位以下に

なった。また，本調査で増加傾向にある項目は

不安定な物質で，測定操作が煩雑でありRI 検

査法のみである。また，非RI 検査法による自

動化された項目に比較すると絶対検査件数が少

ないことから，非RI 検査試薬の開発経費を考

慮するとRI 試薬で継続測定されると考えられ

る。

本調査でインビトロRI 検査を実施する医療

機関は４施設で，検査実施項目は主にRI 検査

法のみの項目である。病院全体で人員・施設の

有効活用が求められている状況下において，外

部委託検査として衛生検査所に集約されるもの

と考えられる。今後，限られた衛生検査所での

測定において，精度保証など含めた検査データ，

さらに少数施設を対象とした外部精度管理は実

施する上で問題があり，これまで以上に注意を

要すると考えられる。

９． お わ り に

第７回全国核医学診療実態調査の結果を概観

すると，全核医学施設は全体として調査開始か

ら横ばいかやや増加の傾向にあるが，インビボ

検査の実施施設数は今回初めて５年前に比べ減

少した。検査件数は前回より減少傾向にあった

が，今回更に２７万件/年（１９％）減少した。一

方，PET検査に関しては前回ほどの伸びはな

かったものの施設数で約４割，検査数では１６

万件増加した。非密封RI 治療に関しても新規

薬剤を含め全体で約６割，治療件数で４千件増

加した。インビトロ検査に関しては減少が続き

実施施設数は１/３になったが，検査件数の減少

は約３割に留まった。CTやMRI などの診断

技術の進歩により，検査の枠組みが変化すると

ともに核医学の中でもインビボ検査から PET

検査，核医学診断からRI 内用療法への重心の

シフトが明らかとなったように思われる。今後，

核医学を発展させていくためには，どのような

ことをめざし，何をしなければいけないのかを

考える上で貴重な資料にして頂ければ幸いであ

る。

最後に，調査に御協力いただいた各施設に深

甚なる謝意を表します。
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付 表

今回のアンケート調査の全結果を付表Ⅰとし

て以下に掲げる。さらに，インビボ検査，イン

ビトロ検査は，その１か月間の件数を１２倍し，

それぞれの金額回収率で除すことにより１年間

の件数を推測したのでそれを付表Ⅱに示す。た

だし，非密封RI 治療と PET検査は調査した

年間件数から直接求めた。

なお，端数処理の関係で，各図表の合計が合

わない場合がある。

Abstract

The Present State of Nuclear Medicine Practice in

Japan―A Report of the 7 th Nationwide Survey in

2012―

Subcommittee on Survey of Nuclear Medicine

Practice in Japan, Medical Science and

Pharmaceutical Committee, Japan Radioisotope

Association, 2-28-45 Honkomagome, Bunkyo-ku,

Tokyo 113-8941, Japan

The Subcommittee on Survey of Nuclear Medicine

Practice in Japan has performed a nationwide

questionnaire surveys every five years since 1982. The

latest questionnaire survey was performed in June 2012.

The estimated total number of the annual examinations

was 1.15 millions, 19% less than that of the last survey in

2007. The scintigraphic examination most frequently

performed was bone scintigraphy, followed by myocardial

and brain perfusion scintigraphy in order. The number of

PET studies and radionuclide targeted therapies increased

by 40% and 62%,respectively, as compared to the 2007’s

survey. The increase was attributable to growing uses of

commercially delivered FDG, and the newly started

radionuclide targeted therapy for patients with metastatic

bone tumor or malignant lymphoma , in addition to １３１I

therapy for patients with thyroid cancer or Graves’

disease. The number of in vitro radioassays has been

decreasing continuously since 1992.
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